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地元で獲れた野菜を売る若いカップル
メバチマグロを捌く陽気な魚屋の大将
魚市場で雑貨店を営む母娘
被災者認定を受け、仮
設住宅に移動する予定
だが、17年に入っても
いまだ実現していない。
エクアドルは石油部
門がGDPの1割、歳入の
3割、輸出の5割を占め
る産油国で、昨今の原
油価格の低迷を背景に、
中央政府は財政難に
陥っている。世界各国、
国際機関から多額の復
興支援や融資を受けて
はいるが、必要な復興
資金には遠く及ばない。
コレア政権は2016年6月
に「震災被害復興対策
基本法」を制定し、消
費税の引き上げ、支援
分担金制度の導入等の増税を定めたが、増税による収
入は中央政府の財政赤字の補填に充てられ、被災地の
復興支援に回されていないとの指摘もある。また、政
府は、このゾーン・ゼロ一帯を、被災者を追悼するた
めの公園にすることを明らかにしているが、水面下で
中国がリゾート施設を建設するために、一帯の土地を
買い占めているとの噂もある。自分たちの土地が中国
人に脅かされるのではと嫌中感情が高まっている点に
も現地の混乱の一端が窺える。
他方、商店を失った者たち有志が集まり、タルキ商
店街を立ち上げる動きも見られた。船積コンテナを再
利用して新たに商店を再開し、近隣の住民で大盛況で
あった。スポーツ用品店の店主は、「これならどんな
地震が襲ってきても潰れない。政府の支援なしに、自
分たちの力でここまで立ち上げた」と胸を張る。「今
日はオープンセールだ、買って行ってくれ。それが復
興支援の一助となる」、威勢の良い掛け声に押され、1
日も早い復興への願いをこめて、娘へのお土産に小さ
なスニーカーを手に取った。
きのした　なおとし／〔公財〕国際金融情報センター中南米
部研究員、東海大学国際教育センター非常勤講師。
在エクアドル日本国大使館専門調査員を経て、2013年より現職。
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穏やかに始まった市民集会であったが…
船積コンテナを利用し再開したスポーツ用品店
船積コンテナを利用し再開した電気店
